
よくある質問（提出書類）

番号 書類名 項目等 質問 回答

1 書類全般

「令和６年４月物品資格更新」と、「令和５年１０
月新規登録（工事、測量・設計等、物品）」を併
せて申請したいが、提出書類は２部ずつ必要な
のか。

どのような申請パターン（内容）であっても、提出書
類は１部ずつで構いません。
また、発行日の有効期限等は「申請の手引」（以
下、「手引」という。）に記載のもので共通です。

2 書類全般 種目変更
「工事」又は「測量・設計等」の種目変更の申請
をしたいが、提出書類は何が必要か。

種目変更する資格（「工事」又は「測量・設計」）の
提出書類と、共通書類のうち、（書類１）申請書、
（書類２）到達確認画面、（書類３）審査票の提出
が必要です。（「手引」Ｐ２９～参照）

3 書類全般 小修繕
申請書類について、「小修繕」のみに登録申請
する場合も、他の工事種目と同様の必要書類を
提出しなければならないのか。

小修繕の場合は、（書類１０）建設業許可証明書、
（書類１１）経営規模等評価結果通知書・総合評定
値通知書、（書類１２）技術職員名簿は不要です。
ただし、（書類１３）技術者経歴書が必要になりま
す。
詳細は、「手引」Ｐ２２以降を確認してください。

4 （書類１）申請書
印刷は片面でいいのか。
また、全部で１５ページ印刷されるが、どれを郵
送提出すればいいのか。

印刷は両面印刷してください。
また、最初の２ページ（共通項目１、２）と、工事／
測量・設計等／物品のうち申請をする資格のペー
ジと、９ページ目以降の、誓約書、同意書（市税）、
同意書（水道）のページを郵送提出してください。
なお、最終ページの「宛名用紙」は提出用封筒の
表面に貼ってください。（「手引」Ｐ１０参照。）

5 （書類１）申請書　「宛名用紙」
申請書を印刷する際に一番最後のページで「宛
名用紙」が印刷されたが、これはどうすればい
いのか。

紙の提出書類を郵送提出する際の封筒の表面に
貼り付けてください。（京都市行財政局契約課あ
て）
所在地や商号、担当者氏名等、申請内容や業者
コード等の情報が、入力した申請データから自動
反映されていますので、基本的には修正・追記等
せずにそのまま使用してください。（「手引」Ｐ１０参
照。）

6 （書類１）申請書
データ送信時に申請書を印刷するのを忘れてし
まった、どうすればいいか。

「電子申請システム操作マニュアル」（以下、「電操
マ」という。）Ｐ５８「（３）「申請書類一覧」画面」に記
載の方法で、再度印刷することができます。ただ
し、電子申請システムにログインするために「到達
番号」「問合せ番号」が必要ですのでご注意くださ
い。（これら２つの番号については、「電操マ」Ｐ５
１、５４をご覧ください。）

7 （書類２）到達確認画面
何部印刷すればいいのか。
また、印刷したものはどうすればいいのか。

２部印刷し、一部は他の紙書類（履歴事項全部証
明書や印鑑証明書など）と一緒に郵送提出し、もう
一部は、「到達番号」「問合せ番号」が必要となると
きに備えて、手元で保管しておいてください。（これ
ら２つの番号の必要性については、「電操マ」Ｐ５２
をご覧ください。）

8 （書類２）到達確認画面
データ送信後に到達確認画面を印刷するのを
忘れてしまった、どうすればいいか。

「到達確認画面」自体は再度画面を開くことはでき
ません。この画面に表示されている「到達番号」と
「問合せ番号」が重要ですので、「電操マ」Ｐ５４に
記載のとおり、「申請データ到達のお知らせ」メー
ルで確認してください。

9 （書類３）審査票
３－１と３－２の２種類があるが、どちらを使用す
ればいいのか。

「令和６年４月物品資格更新」のみを申請する場
合は３－１を、それ以外の申請のみ、又はそれ以
外の申請も含まれる場合は３－２を使用してくださ
い。

10 （書類３－２）審査票（共用）
工事／測量・設計等
の（登録）種目

コード番号と種目名称のどちらを記入すればい
いのか。

種目名称（「土木工事」等）だけ記入してください。
コード番号は記入不要です。（「手引」Ｐ３８）

11 （書類３－２）審査票（共用）
工事／測量・設計等
の（登録）種目

「市役所」と「交通局」、「上下水道局」とで登録
種目が違う。どのように記入すればよいか。

「市役所」の登録種目についてのみ記入してくださ
い。（「手引」Ｐ３８）
なお、市役所の2種目登録は、一定の条件のもと、
工事で土木と建築、測量・設計等で測量と土木設
計のみ認めていますので、「従たる種目」欄にはこ
れらの場合のみ記入できます。（「手引」Ｐ７）
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よくある質問（提出書類）

番号 書類名 項目等 質問 回答

12 （書類３－２）審査票（共用） 種目変更

以下の申請のうち、種目変更に該当するのはど
れですか。

１　市役所の工事登録「土木工事」を「舗装工
事」に変更したい。
２　「土木工事」で市役所に登録があるが、「土
木一式工事」で交通局にも登録したい。
３　「土木工事」で市役所に登録があるが、同じ
く市役所で「建築工事」も追加したい。
４　「工事」で登録があるが、「物品」も登録した
い。

種目変更に該当するのは１及び３です。
２は登録局の追加、４は資格追加であり、いずれ
も新規申請扱いです。（「手引」Ｐ２９～参照）

13
（書類５）使用印鑑届／委任状兼
使用印鑑届

実印、使用印鑑
印鑑に刻印された役職名と、代表者又は受任
者として入力する役職名は完全に一致しないと
いけないのか。

基本的には一致した印鑑を使用してください。
（役職名が「代表取締役」ならば、それが刻印され
た印鑑）
ただし、それが刻印された印鑑がなく、「代表取締
役社長」等刻印された印鑑しかないような場合は、
同一人物であることが履歴事項全部証明書の役
員欄等の記載から明確であれば認められる場合
があります。（「手引」Ｐ１８、１９）

14
（書類５）使用印鑑届／委任状兼
使用印鑑届

実印・使用印鑑
実印が社名変更前の旧社名のため、現在の社
名と一致していないが大丈夫か。

印鑑証明書で確認できるのであれば構いません。
ただし、使用印鑑については、社名と一致している
ものが必要です。

15
（書類４）印鑑証明書
（書類５）使用印鑑届／委任状兼
使用印鑑届

代表取締役が複数

・「代表取締役社長Ａ氏」と「代表取締役会長Ｂ
氏」の2人代表制
・実質的な権限は全て「代表取締役社長Ａ氏」
・しかし、「印鑑証明書（書類４）」は「代表取締役
会長Ｂ氏」名義の印のまま（印影が「代表取締
役」なので、普段からその印鑑を社長印として使
用している）

以上の条件の場合で以下の対応は構わない
か。

[１４]代表者の役職・氏名欄は「代表取締役社
長Ａ氏」を入力し、「印鑑証明書（書類４）」は「代
表取締役会長Ｂ氏」のものを提出する。

Ａ氏が申請者である以上、Ａ氏の実印を押印し、
当該実印の印鑑証明書を提出する必要がありま
す。

印鑑証明書で「Ｂ氏の印鑑である」と証明している
のであれば、その印が押されている書類は全てＢ
氏が押したという意味になりますので、受け付ける
ことはできません。

しかし、Ａ氏がＢ氏に契約等の権限を委任している
のであれば、「委任状兼使用印鑑届（書類５）」を
提出することで、Ｂ氏の印鑑を使用することは可能
です。
（「手引」Ｐ１７～）

16
（書類５）使用印鑑届／委任状兼
使用印鑑届

実印・使用印鑑
印鑑証明書が会長名の場合、社長は受任者に
できるか。その場合の印鑑はどうすればいいの
か。

申請者と印鑑証明書の代表者は一致する必要が
あるので、この場合、申請者は会長としてくださ
い。社長は受任者とすることはできますので、委任
状兼使用印鑑届には、社長個人名印又は職名印
と、会社印を押印してください。

17
（書類５）使用印鑑届／委任状兼
使用印鑑届

使用印鑑 使用印鑑は誰の（何の）印鑑でもいいのか。

受任者を設定していない場合は代表者の、受任者
を設定している場合は受任者の、「職名印」又は
「氏名印」（姓のみも可）を押印してください。
なお、「氏名印」など団体名の表示がないものを使
用する場合は、「併用する印鑑」欄に「社名印」、
「事業所名印」、「会社印」などの、団体印を押印し
てください。（「手引」Ｐ１７～参照）

18
（書類５）使用印鑑届／委任状兼
使用印鑑届

使用印鑑
支店長を受任者に設定しているが、いわゆる丸
印の支店長印といわゆる角印の会社印があ
る。どのように届出すればよいか。

使用印鑑に支店長印、併用する印鑑に会社印を
押印してください。（「手引」Ｐ１８、１９参照）

19
（書類４）印鑑証明書
（書類７）履歴事項全部証明書
（書類８）納税証明書（国税等）

発行年月日
３月１３日発行のものを持っているが、どうしても
３月１４日以降発行のものでなければならない
か。

公的機関発行の書類については、申請受付開始
日である６月１３日を基準日として、３か月以内に
発行されたものを有効としています。そのため、３
月１４日以降発行のものを提出してください。

20
（書類４）印鑑証明書
（書類７）履歴事項全部証明書
（書類８）納税証明書（国税等）

書類４、７、８は原本で提出する必要があるか。

原本に限らず、写しで提出しても構いません。
ただし、写しを提出する場合は、文字や印影が鮮
明で明確なものを提出してください。不鮮明な場合
は原本の提出を求めることがあります。
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よくある質問（提出書類）

番号 書類名 項目等 質問 回答

21 （書類７）履歴事項全部証明書 役員

今後、役員の変更の予定があり、申請期間後、
登録前に新しい登記ができるが、その場合、再
提出が必要か。なお、代表者は変更の予定は
ない。

代表者や所在地や資本金の変更等であれば、記
載事項の変更に該当するので、申請期間後に登
記ができ次第再提出が必要です。（申請期間中に
登記ができるのであれば、でき次第提出してくださ
い。）
なお、役員の変更のみであれば、再提出の必要
はありません。

22 （書類８）納税証明書（国税等） 電子納税

電子納税しているので、電子納税証明書(xml形
式）のフォームでは「納税証明データシート」と
なっている。
これをダウンロードし提出しても納税証明書とみ
なしてもらえるのか。

電子納税証明書(xml形式）は、電子データが原本
であり、その電子納税証明書を紙に出力したもの
は原本ではありませんが、写し可としているため、
提出しても構いません。

23 （書類８）納税証明書（国税等） 住所表記

令和５年６月１日に住所移転した。履歴事項全
部証明書や印鑑証明は新住所のものを用意で
きたが、納税証明書は税務署のデータ移管の
都合で新住所を反映したものが提出期限内に
出せないかもしれない。５月発行の旧住所の納
税証明があるのだが、それを提出しても問題な
いか。

令和５年３月１４日以降に発行された納税証明書
の住所記載と、履歴事項全部証明書に記載のあ
る同時点における旧住所が同じであることが確認
できるのであれば、受け付けます。

24 （書類８）納税証明書（国税等） 代表取締役が複数

2人代表制で、全般的な会社運営は「代表取締
役Ａ氏」が担っているため申請者名はＡ氏で作
成したが、財務関係の権限だけ「代表取締役Ｂ
氏」が担っているため納税証明書の代表者名だ
けＢ氏になっている。それを提出しても問題ない
か。

履歴事項全部証明書でＢ氏も代表取締役であるこ
とが確認できるのであれば受け付けます。

25 （書類８）納税証明書（国税等） 納期未到来

納税証明書の「その他事項」欄に、「未納額の
全てが納期未到来である」という内容の記載が
ある。これは滞納があるということになるのか。
資格要件を満たしていないことになるのか。

納期未到来とは、納期限を迎えていないことを意
味し、滞納ではありませんので、この納税証明書
を提出できます。

26 （書類８）納税証明書（国税等） コロナ特例猶予

国税について、新型コロナウイルス感染症影響
により納税が困難なため、「納税の猶予の特例
（特例猶予）」制度を利用しているが、納税証明
書はどうすればいいか。

制度利用による未納であれば滞納とみなしませ
ん。制度利用の有無等を確認したうえで、必要に
応じて別の書類を提出していただく場合がありま
すので、契約課資格担当（222-3311）に御連絡くだ
さい。（「手引」Ｐ４参照。）

※なお、その他の原因による「納税の猶予」や、新
型コロナウイルス感染症影響であっても「換価の
猶予」等の制度利用は、滞納があるものとみなし
ます。

27 （書類９）確定申告書 電子納税
電子納税では提出した確定申告書（写し）がな
い。何を提出すればよいか。

電子納税されている場合は、該当する年度の確定
申告について、電子申請等証明書をダウンロード
し、電子申請等証明書データシートを印刷して提
出してください。

28 （書類９）確定申告書 再発行
確定申告書（写し）を紛失したため、税務署に再
発行してもらうが、2～3週間かかる。どうしたら
よいか。

まず、確定申告書（写し）以外の書類を提出してい
ただき、確定申告書（写し）は、入手でき次第提出
してください。
なお、その旨を記載した文書も一緒に提出してくだ
さい。

29
（書類１１）経営規模等評価結果
通知書・総合評定値通知書

売上高
仕事を受注できなかったので2年平均完成工事
高がゼロである。登録できるか。

1年以上の営業実績（売上）がないので登録できま
せん。

30
（書類１１）経営規模等評価結果
通知書・総合評定値通知書

審査基準日

手元の経審の審査基準日は令和３年１１月１
日。建設業許可の変更手続中であるため経審
の通知が遅れている。令和５年６月１日審査基
準日の通知書が届くのは８月になってしまうかも
しれない。どうしたらよいか。

「手引」Ｐ２２に「審査基準日が令和３年１１月１４日
以降で、かつ審査結果通知日が令和５年６月１３
日以前のものを提出してください」と明記していま
すので、原則として受け付けることはできません。
申請受付最終日までに、有効期間内に発行され
たものを御提出ください。
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よくある質問（提出書類）

番号 書類名 項目等 質問 回答

31 （書類１６）技術者経歴書（測量・
設計等）

⑴　記入を要する技
術者

技術者が100名以上いるが、全ての者について
記載が必要か。

市内に本店（主たる事務所）がある中小企業であ
る場合は、全て記載してください。
大企業及び市外に本店（主たる事業所）がある場
合は、京都市を担当する支店等に属し、京都市発
注の工事に従事可能な技術者の方のみ記載して
ください。

32 （書類１７）現況報告書等 直前1事業年度分
決算時期の関係で、申請期間内に直近のもの
を用意できない。どうすればいいか。

なるべく最新のもので用意していただきたいです
が、前年度分が用意できないのであれば、前々年
度分のものでも構いません。

33 書類全般
申請内容変更、事業
承継等

申請後、審査完了し名簿に登録（令和5年10月1
日又は令和6年4月1日）されるまでの間に、商
号や代表者が変更になった場合や、会社合併
や分割等で別法人に事業を承継した場合、何
か手続が必要か。

どちらの場合もまずは契約課（工事、測量・設計
等：222-3313、物品：222-3315）にご連絡ください。

・商号や代表者などの変更
「記載事項変更届」及び関連書類の提出が必要で
す。（契約課ＨＰ「京都市入札情報館」の「◆参加
資格」のページ「記載事項変更届」の項目を参照）

・事業承継
合併、分割、事業譲渡など、事業承継のパターン
により、それぞれ証明する書類を提出していただく
こととなります。
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よくある質問（電子申請）

番号 該当ページ等 質問 回答

1
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２

「この手続は現在、職員が操作を
行っています。処理を行う場合は、
しばらく時間をおいてからお願いし
ます。」というメッセージウインドウが
表示され、操作をすることができな
い。どうすればいいか。

しばらく時間をおき、メッセージが表示されていない状態で
操作してください。（しばらく時間をおいても表示されたまま
の場合、契約課資格担当（222-3311）にご連絡ください。）

※　京都市職員が何らかの操作を行った直後である場合に
表示されるメッセージです。

2
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ９、１０

●「令和６年４月物品資格更新」
●「工事又は測量・設計等の令和５
年１０月新規登録（種目変更等含
む）」

上２つのどちらも申請したい場合、
電子申請画面への入力は２回
（別々に）必要なのか。

申請は１回で済ますことができ、２回（別々に）申請する必要
はありません。
電子申請システム【共通項目１】画面の［１－１］及び［１－
２］で、希望する申請内容を選択すれば、［１－３］最下部に
それに応じて入力すべき画面が示されますので、表示に
従って入力してください。

3
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ９、１０

現在、物品資格を有していないが、
「令和５年１０月新規登録」で物品資
格を申請したい。
その場合、物品の有効期間は令和
６年３月３１日までなので、令和６年
４月以降の申請も別にしなければい
けないのか。

申請は１回で済ますことができ、２回（別々に）申請する必要
はありません。
「令和５年１０月新規登録」で物品登録を申請する場合、電
子申請システム【共通項目１】画面の［１－３］（［１－２］の
下）で、『令和５年１０月【物品　新規登録】を申請する場合
は、併せて【令和６年４月物品資格更新】も申請します。』に
チェックをすれば、自動的に、令和６年４月以降も物品資格
が有効となる申請をしたこととなります。

4
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ９、１０

電子申請システム【共通項目１】画
面の［１－１］のＡ・Ｂはどちらを選べ
ばいいのか。

「令和６年４月物品資格更新」のみを申請する場合は「Ａ」
を、「令和５年１０月新規登録（種目変更等含む）」を申請す
る場合は「Ｂ」を選択してください。
また、「令和６年４月物品資格更新」と「令和５年１０月新規
登録（種目変更等含む）」の両方を申請する場合は「Ｂ」を選
択してください。

5
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ９、１０

電子申請システム【共通項目１】画
面の［１－３］最上部に表示されてい
る「［１－１］［１－２］の入力（選択）
に基づく、あなたの申請内容は、」に
表示されている内容が、自分が希
望している申請内容とは異なる。ど
ういうことか。

［１－３］の表示は、［１－１］及び［１－２］の選択内容に応じ
て判断される申請内容が自動表示されています。［１－３］の
表示が本来の自分の希望とは異なるのであれば、［１－１］
［１－２］の選択内容が間違っていることが考えられますの
で、もう一度［１－１］［１－２］の選択内容を確認してくださ
い。

6
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ９、１０

電子申請システム【共通項目１】画
面の［１－３］に表示されている『□
令和５年１０月［物品　新規登録］～
も申請します。』のチェックボックス
（□）は入力する必要があるのか。

このチェックボックス（□）は、「令和５年１０月新規登録」で物
品資格を登録する場合に、令和６年４月以降も引き続き資
格が有効となるように自動的にチェックが入った状態（☑）で
表示されるものなので、チェックを外さずにそのままにしてお
いてください。
逆に、「令和５年１０月新規登録」で物品資格の登録を希望
しない場合はチェックの必要がないため、入力することがで
きない状態となっています。

7
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ９、１０

電子申請システム【共通項目１】画
面の［１－３］に表示されている『上
記の申請内容に間違いがなければ
引き続き入力してください。』の
チェックボックス（□）は入力する必
要があるのか。

このチェックボックス（□）は、［１－１］［１－２］の入力内容、
及び、［１－３］の『あなたの申請内容は～』の表示が正しい
場合にチェックを入れてもらうものです。
この□にチェックを入れないと、申請ができませんので、必
ずチェックを入れて（☑）ください。
なお、当然、上記の入力内容・表示内容に間違いがある場
合は修正をして正しい内容としてからチェックを入れてくださ
い。（間違ったままでチェックを入れても、以降の申請で希望
する資格の画面に入力することができなくなります。）
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よくある質問（電子申請）

番号 該当ページ等 質問 回答

8
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ９、１０

電子申請システム【共通項目１】画
面の［１－３］最下部に表示されてい
る『あなたの申請内容で入力が必
要な画面は、』に表示されているの
は何か。

この欄に表示されているのは、［１－１］［１－２］の入力内
容、及び、［１－３］の『あなたの申請内容は～』の表示が正
しいことを前提とした場合の、あなたが希望する申請内容に
必要な入力画面です。
共通項目１～３画面は全員入力が必要で、＜工事＞＜測
量・設計等＞＜物品＞画面は、表示されている画面のみ入
力してください。
なお、当然、上記の入力内容・表示内容に間違いがある場
合は修正をして正しい内容としてから入力をしてください。
（間違ったままで入力をしても、希望する資格の画面に入力
することができません。）

9
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ１

電子申請システムの申請画面にロ
グイン・申請入力するための事前の
設定等は必要か。

事前に登録をしておくなどの設定は不要です。ただし、京都
府・市町村共同電子申請システムページの「はじめて利用
する方へ」→「動作環境」で、ＰＣのスペック、ＯＳ、ブラウザ
等の確認はしておいてください。（ＩＥは利用不可です。）

10
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ１

スマートフォンやタブレットからログ
インして申請することは可能か。

この資格申請は、「京都府・市町村共同電子申請システム」
の「汎用申請」というタイプであり、内容が簡単な「簡易申
請」とは異なり、スマートフォン（携帯電話）やタブレットでは
利用できません。

11
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ１

ログインする際に、ＩＤ、パスワードな
どの入力が求められるか。また、事
前に取得しておく必要があるか。

この資格申請は、ＩＤ、パスワードなどの入力をせずにログイ
ンすることができます。そのため、事前にそれらを取得して
おく必要はありません。

12
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ６

ログインして入力していたが、途中
で入力を中断したい。入力内容はど
うなるか。

「保存」ボタンで入力内容をＰＣに保存しておき、次回ログイ
ンした際に、「読込」ボタンでそのデータを反映させれば、前
回の入力内容がそのまま使えます。
なお、入力画面をそのまま閉じてしまうと、入力内容は消え
てしまい、次回ログインした際は最初からの再入力が必要で
す。

13
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ５

「共通項目」「工事」などいくつかの
シート（タブ）に分かれているが、ど
のシートを入力すればいいか。

「共通項目１」「共通項目２」「共通項目３」は、申請者全員が
入力してください。
「＜工事＞」「＜測量・設計等＞」「＜物品＞」画面は、申請
する資格の画面のみ入力が必要なため、［共通項目１］画面
の［１－３］最下部の欄に表示された画面のみ入力が必要で
す。
（表示されていない画面は入力することができません。）

14
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ５、２０など

受任者を設定していない場合や、Ｆ
ＡＸ番号、メールアドレスがない場合
など、入力すべき内容がない場合
も、全項目入力しないといけないか

名称欄に【必須】表示がある項目は必ず入力してください。
入力がなければ申請（データ送信）」』時にエラーメッセージ
が表示されます。
【必須】表示がない項目は基本的に任意入力ですので、入
力がなくてもエラーメッセージは表示されず、申請まで進む
ことができます。

15
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ５

入力しようとしても入力できない項
目がある。なぜか。

名称欄に【入力不要】表示がある項目は入力不要であり、
誤って入力しないように、入力欄を灰色にするとともに、シス
テム上で入力できないように設定しています。
そのため、そのままの状態で申請してください。

16
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ４５

各項目に入力するのはどんな文字
でも構わないのか。数字を入力する
欄に漢数字で入力してもいいか。

項目の名称欄に「半角英数」「全角カタカナ」などの表示があ
れば、必ずその文字で入力してください。
それ以外の文字で入力した場合は、申請（データ送信）時に
エラーメッセージが表示されて、申請まで進むことができま
せん。
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よくある質問（電子申請）

番号 該当ページ等 質問 回答

17
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ４７

データを送信するだけでなく、申請
書を印刷しないといけないのか。

データ送信の際に、申請内容が表示された「申請書」に相当
する紙を印刷し、郵送していただく必要があります。
マニュアルの説明に沿って、「送信確認」画面で「印刷用表
示」ボタンを押して申請書を印刷してください。
なお印刷し忘れた場合はＰ５８（３）で再印刷可能です。

18
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ４６

【問合せ番号メール受取り希望】
「送信確認画面」で「送信」をクリック
してもデータが送信されず、『メール
での受取を希望する／しない』を選
択するウインドウが表示されている
が、これは何か。

ウインドウで「希望する」又は「希望しない」のどちらかを選
択（チェックを入れる）しないと送信できません。
「希望する」にチェックを入れると、データ送信後に、連絡先
に設定したメールアドレス（[１１連絡先]）に送信される「申請
到達連絡」メールに、「問合せ番号」が掲載されます。
（「希望しない」だと掲載されない。）
「問合せ番号」は、審査状況の確認や補正入力、審査結果
通知書の受理などのためにシステムにログインする際に必
要な番号です。「到達確認画面（Ｐ５１）」にも表示されている
ため、メールに掲載されていなくとも支障はありませんが、
「到達確認画面」の保存し忘れ、プリントアウトした紙の紛失
などがあった場合に備えて、メールにも掲載することができ
ます。
ただし、メールアドレスを誤って入力していて、万が一他者に
送信された場合、番号を利用して申請内容を照会されてしま
う可能性がありえますので、十分御注意ください。
（「希望する／しない」の選択は任意です。希望しなくとも
データ送信は可能です。）

19
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ５１

データを送信する際にその他に気
をつけないといけないことは何か。

「送信確認」画面の次に表示される「到達確認」画面で「到達
番号」と「問合せ番号」が表示されますので、画面を２部印刷
して１部を保管しておくなど、必ずこの２つの番号を控えてお
いてください。
この２つの番号は、これ以降、システムにログインして自身
が送信したデータに関して操作をする場合に必要です。この
番号がなければ、審査結果通知等も受け取ることができま
せん。

20
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ５１、５２～

きちんと電子申請ができた（データ
送信ができた）かどうか確認した
い。どうすればいいか。

「到達番号」「問い合わせ番号」を使って、『京都府・市町村
共同電子申請システム』ページにログインし、「到達番号形
式選択」から確認してください。
なお、基本的には電話等でのお問い合わせは御遠慮くださ
い。

21
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ５２～

受付・審査の状況を知りたい。どう
すればいいか。

「到達番号」「問い合わせ番号」を使って、『京都府・市町村
共同電子申請システム』ページにログインし、「到達番号形
式選択」から確認してください。
なお、基本的には電話等でのお問い合わせは御遠慮くださ
い。

22
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ５４

「京都府・市町村共同電子申請シス
テム」から、メールが送信されてい
る。これは何か。

データ申請を行った「京都府・市町村共同電子申請システ
ム」から、[１１]「申請担当者の連絡先」として入力いただい
たメールアドレスに送信されたものです。
受付完了、審査完了、補正指示等のタイミングで送信されま
すので、メール本文中のＵＲＬからシステムにログインして、
システム内の通知内容を確認してください。

23
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ５９

システム内の通知で「職員から補正
指示が来ています。」という通信が
表示（及び、「補正（修正）入力指示
のお知らせ」というメールが送信）さ
れているがどうしたらいいか。

補正（修正）していただきたい内容が通知内に記載されてい
ますので、マニュアルの説明に沿って修正入力及びデータ
送信をしてください。
（補正入力の方法は契約課ＨＰ（京都市入札情報館）にも掲
載する予定です）
なお、補正指示があった場合、補正入力が行われないと、
審査が完了せず、名簿に登録することができません。
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よくある質問（電子申請）

番号 該当ページ等 質問 回答

24
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ５９、６２

申請内容に誤りがあった。もう一度
申請してもよいか。

申請内容に誤りがあった場合、「補正（修正）入力をする」
「一旦申請を取り下げて再度申請する」「職員が職権で修正
する」などの方法がありますが、添付書類が提出済みであ
れば内容に不一致が発生する場合などがありますので、ま
ず行財政局契約課に連絡（222-3311）して相談してくださ
い。

★一度申請をしている場合、それを取り下げなどせずにもう
一度申請すると二重申請となりますので、絶対にしないでく
ださい。

25
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ５５～、６５

審査結果はいつ頃、どのように通知
されるのか。

令和５年１０月新規登録は令和５年９月末頃に、令和６年４
月物品資格更新は令和６年３月末頃に、電子申請システム
内で審査結果通知を発行し、申請担当者のメールアドレス
にも案内メールを送信します。
なお、審査結果通知の確認方法は「電子申請システム操作
マニュアル」に掲載されていますが、契約課ＨＰ（京都市入
札情報館）にも掲載する予定です。

26
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ５５～、６５

審査結果ははがき等で郵送される
のか。

はがき等の紙媒体で郵送はしません。
システム内で発行する審査結果通知をデータ保存したうえ
で、印刷して保管しておくことをおすすめします。

27

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ３４、３８
[３８]資格審査希望工種区分
[４３]競争参加資格業種区分

「申請の手引」Ｐ５

【登録種目について】
工事又は測量・設計等で、市役所に
２種目登録したいが、どのような種
目でも２種目登録できるのか。

「申請の手引」や「電子申請システム操作マニュアル」に記
載があるとおり、２種目登録できる種目は限られており、工
事は「土木」と「建築」、測量・設計等は「測量」と「土木設計」
のみ、一定の条件を満たす場合に、２種目登録することがで
きます。

※それ以外の２種目を入力しても、データ送信時にエラー
メッセージが表示されます。

28
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ１６
[１７]営業年数

個人が法人化した場合や、法人が
合併等で事業承継した場合、営業
年数は、創業日からか、又は、法人
化や事業承継してからか。

営業年数は創業日から令和５年６月１３日時点で計算してく
ださい。ただし、事業承継した場合で、事業承継から１年を
経過していない場合は、事業承継したことを証明する書類
等を追加で提出していただく必要があります。

29

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ１５
[１４]代表者

書類４「印鑑証明書」
書類５「委任状兼使用印鑑届」

・「代表取締役社長Ａ」と「代表取締
役会長Ｂ」の2人代表制
・実質的な権限は全て「代表取締役
社長Ａ」
・「印鑑証明書（書類４）」は「代表取
締役会長Ｂ」のまま（印影が「代表
取締役」なので、普段からその印鑑
を社長印として使用している）

以上の条件の場合で以下の対応は
構わないか。

[１４]代表者の役職・氏名欄は「代
表取締役社長Ａ」を入力し、「印鑑証
明書（書類４）」は「代表取締役会長
Ｂ」のものを提出する。

Ａ氏が申請者（代表者）である以上、Ａ氏の実印の「印鑑証
明書（書類４）を提出する必要がありますが、この場合に提
出された「印鑑証明書（書類４）」では、「Ｂ氏の印鑑である」
と証明されているため、受け付けることはできません。
（Ａ氏の「印鑑証明書（書類４）」を提出してください。）

しかし、Ａ氏がＢ氏に契約等の権限を委任しているのであれ
ば、「委任状兼使用印鑑届（書類５）」を提出することで、Ｂ氏
の印鑑を契約等に使用することは可能です。

30

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ３５
[４１]建設業退職金共済事業加
入業者

【契約者番号について】
経審の際には履行がなかったため
「加入なし」となっているが、実際に
は加入しており契約者番号もある。
この場合も入力してよいか。また、
入力する場合は、証明書の添付が
必要か。

契約者番号を入力してください。経審と揃える必要はありま
せん。また、証明書の添付は不要です。
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よくある質問（電子申請）

番号 該当ページ等 質問 回答

31

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ３５、４２
[４２]申請日前1年間における発
注者別工事経歴
[５３]申請日前1年間における発
注者別受注経歴

「申請日前1年間」とは、受注時点を
基準に入力するのか、完成時点を
基準に入力するのか。

完成時が令和４年６月１４日～令和５年６月１３日の期間中
となる実績を入力してください。
創業が新しく、まだ完成していない実績しかない場合は、受
注時点のものを入力しても構いません。

32

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ３５、４２
[４２]申請日前1年間における発
注者別工事経歴
[５３]申請日前1年間における発
注者別受注経歴

官公庁の工事（業務）をＪＶで請け
負った場合は、どのように入力する
のか。

「業務名」欄の頭に「ＪＶ」と入力し（例：「ＪＶ」●●庁舎新築
工事）し、「受注額」は出資割合に応じた金額を入力してくだ
さい。

33
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ４１
[５１]実績高

【直前１年度分決算】
金額は税込、税抜のどちらで入力
するのか。

直近1事業年度の実績高としていますので、決算書に記載
の売上高に揃えてください。

34

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２５
[５５]誓約者並びにその役員及び
使用人の名簿

【誓約書】
役員等を履歴事項全部証明書に記
載の順番とおりに名簿に入力するよ
う指示されているが、その順番だと
代表者（代表取締役）が先頭になら
ない。支障はないか。

登記内容と照合して審査する便宜上、登記の順番どおりに
名簿に入力するよう求めているものですので、代表者の位
置を気にせず、登記の順番どおりに入力してください。

35

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２５
[５５]誓約者並びにその役員及び
使用人の名簿

【誓約書】
「会計参与」は名簿に入力する必要
があるのか。

「会計参与」は株式会社の役員という立場であるため、「会
計参与」を設置している場合は名簿に入力してください。

36

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２５
[５５]誓約者並びにその役員及び
使用人の名簿

【誓約書】
社外の監査役も入力が必要か

社外の監査役も入力が必要です。

37

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２５
[５５]誓約者並びにその役員及び
使用人の名簿

【誓約書】
退任した役員の退任登記がまだの
場合、退任した役員についても履歴
事項全部証明書には記載されてい
るが、名簿に入力が必要か。

退任した役員は入力する必要はありません。履歴事項全部
証明書にふせん等で退任したことを分かるように表示してく
ださい。

38

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２５
[５５]誓約者並びにその役員及び
使用人の名簿

【誓約書】
対外的に使用している役職名と、登
記上の役職名が異なる場合がある
が、どちらを入力するのか。

どちらの役職名を入力しても構いません。

39

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２５
[５５]誓約者並びにその役員及び
使用人の名簿

【誓約書】
履歴事項全部証明書の役員欄で、
「取締役」として1番目に記載されて
いる役員（社長）が、末尾に「代表取
締役」として再度記載されている。
名簿には、どちらを入力すべきか。
あるいは両方とも入力する必要が
あるのか。

役職名を「代表取締役」にして1番目に入力してください。
同一人物を2回入力する必要はありません。

40

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２５
[５５]誓約者並びにその役員及び
使用人の名簿

【誓約書】
履歴事項全部証明書の「役員に関
する事項」に掲載されている役員が
１６人以上いるため、名簿欄に入力
しきれない。１６人目以降は入力を
省略してもいいのか？

［５５］の名簿欄は１５行あるため、１５人までは入力できる
が、もし１６人以上対象がいる場合は、１５人目の下の□に
チェックを入れたうえで、その下の自由入力欄に入力をして
ください。
なお、入力例にあるとおり、必ず１行に１人ずつの入力として
ください。（１人ずつ改行する。）
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よくある質問（電子申請）

番号 該当ページ等 質問 回答

41
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２７
[５６]課税の有無

【同意書（市税）】
以下のような場合も入力が必要か。

市外業者：京都市内に営業所がな
いので市税の課税がない。
市内業者：所得が少ないので市税
の課税がない。

【５６】課税の有無は必須入力項目です。必ずどちらかに
チェックを入れてください。（チェックがなければ、申請（デー
タ送信）時にエラーメッセージが表示されます。）
なお、左記のようなケースで、市税が課税されていないので
あれば、「課税されていない」にチェックを入れてください。
（ただし、市内に事業所がある場合、基本的に法人市民税
は課税対象となります。）

42
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２８
［５７］納税者コード

【同意書（市税）】
令和３年度の納税通知書しか手元
にないが、このコードを入力してもい
いのか。

本来は令和４年度分課税の通知書（令和４年度に送付され
たもの）記載のコードを入力するものですが、令和３年度分
課税の通知書（令和３年度に送付されたもの）しか手元にな
い場合、令和３年度のコードでも差し支えありません。年度
に「３」を記入して、記載してください。

43
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２８
［５７］納税者コード

【同意書（市税）】
「申請の手引」に見本として記載さ
れている「納税通知書」以外に、納
税者コードが記載されているものは
あるか。

税金を支払った際に受け取る「領収証書」に記載されていま
す。

44

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２７、２８
［５６］課税の有無
[５８]法人市民税

【同意書（市税）】
市外業者（本店が市外）であるが、
京都市内にも営業所がある。市税
は「課税あり」となるか。

市外業者であっても市内に営業所があれば、法人市民税均
等割分が課税されているはずですので、「課税あり」として②
法人市民税の「管理番号」を入力してください。

45
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２７
［５６］課税の有無

【同意書（市税）】
市外の事業者で法人市民税は課税
されていないが、京都市内の従業
員がいるため、特別徴収して京都
市に税金を納めている。この場合、
「課税されている」にチェックを入れ
ないといけないのか。

従業員分の特別徴収は調査の対象ではありませんので、
「課税されていない」にチェックしてください。

46

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２８
［５７］納税者コード、[５８]管理番
号

【同意書（市税）】
市税が課税されているはずだが、
手元に納税通知書等がなく、番号
がわからない。どうすればいいか。

納税通知書以外に番号が記載されている「領収書」等を探
してみてください。
また、京都市の税担当部門や契約課は番号の問合わせ等
にはお答えすることができませんので、御社の経理部門や
担当の税理士等に確認してください。

それでも番号がわからない場合は、（番号は把握していませ
んが）契約課にお電話ください。今後の対応を指示させてい
ただきます。
なお、課税されているにも関わらず、「課税されていない」に
チェックを入れた場合、実態と異なる虚偽の申請として登録
不可となりますので、御注意ください。

47
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２８など

【同意書（市税）】
市税について、新型コロナウイルス
感染症影響により納税が困難なた
め、徴収猶予の「特例制度」を利用
している場合はどうすればいいか。

制度の利用の有無等を確認したうえで、必要に応じて別の
書類を提出していただく場合がありますので、契約課資格担
当（222-3311）に御連絡ください。

48
「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ２８など

【同意書（市税）】
複数の固定資産を所有しており、複
数の納税者コードがある。入力欄は
（土地・家屋／償却資産ごとに）１つ
しかない。どの納税者コードを入力
すればいいか。

入力欄は１つのみなので、代表的なもの（主たる事務所の
土地・家屋又はそれに関連するものなど。それがなければ
最も額が大きいものなど。）を１つ選んで入力してください。
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よくある質問（電子申請）

番号 該当ページ等 質問 回答

49

「電子申請システム操作マニュア
ル」Ｐ３１
［５９］名義の有無
［６０］お客様番号

【同意書（水道料金・下水道使用
料）】
個人事業主であるが、使用者名義
が代表者名義の場合は、使用者名
義「ある」に該当とあるが、使用者名
義を屋号にしている場合、「なし」で
よいのか。

使用者名義を屋号にしている場合でも、名義「ある」で入力
し、使用者名には屋号を入力してください。
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